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近世ロンドン社会における外国人受容と外国人の法的地位
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｢…もし､ ここでの居住や営業権行使の自由がなければ､ この教会 (������������にある外国人

教会のこと) に与えられた宗教的特権がもたらす恩恵も少ないだろう１｡｣������
イングランド東南部の都市ノリッジでの暮らしについて､ クライス・ヴァン・ヴァーヴェキンは､

フランドルに残っている彼の妻に､ 1567年８月､ 次のような手紙を書き送っている｡ ｢おまえには決

して信じられないかもしれないが､ 人びとがどれほど仲良く共に暮らしているか｡ イングランドの人

びとは我々と同じで､ 彼らは我々のことを非常に好ましく思っている２｡｣ その一方で､ 1560年１月29

日､ ロンドンの外国人 (���������) 共同体は､ エリザベス女王に宛てた手紙のなかで､ 信仰の自由に

比べて､ 自分たちが享受できる経済活動や財産上の権利にある制限に驚きを示している３｡

移民を迎え入れるホスト社会は､ 受け入れた移民とどのように対峙し､ 彼らをいかに受容し､ ある

いは排除したのか｡ 移民との共生 現代イギリス社会が直面する論争多きこの問題 は､ 決し

て新しいものではない｡ 16世紀後半のイングランド社会も同様の問題に直面していた｡ 中世において
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も大陸出身の到来や定住､ 彼らに対する反感や排除はあった｡ ただし､ その人数の少なさにゆえに､

ユダヤ人への迫害と彼らの国外追放､ あるいはワット＝タイラーの乱の際に起こった外国人への襲撃

事件を例外として､ 問題が深刻化することは稀であった｡ しかしながら､ 16世紀後半に事態は一変す

る｡ イングランド社会がそれまでに経験したことのない規模で移民が流入してきたからである｡ その

結果､ これまで以上に目立つ ｢他者｣ の存在は､ イングランド人の生得の権利と他者へのその授与の

可否という問題を顕在化させることとなった｡

近世イングランドに到来した外国人については､ ホスト社会への彼らの経済的・文化的貢献が多く

の研究により明らかにされてきた４｡ 現在､ 移民研究において重要な論点の一つとなっているのが､

移民共同体のネットワークや､ 彼らのアイデンティティならびに記憶の形成にかかる問題である｡ 長

期的な見地から､ ホスト社会への外国人の同化・統合､ あるいは両者の共生のあり方をめぐる研究が

2000年代以降増加している５｡ そこで着目すべき観点の一つが帰化に代表される法的地位である｡ 外

国人の法的地位については､ 国籍法や移民法の制度史研究は行われてきた｡ 法的地位授与の対象とそ

の付与条件は､ ホスト社会がどのような存在をその共同体の成員として受容するかの証左となるから

である｡ しかし､ それらの多くは､ 総論もしくは20世紀､ とりわけ第二次大戦以降を研究対象とした

ものである６｡ 近世はその前史として扱われているに過ぎず､ 16世紀後半についてはＬ・ルーやＩ・

スクルーディー７の研究があるが､ いまだ研究蓄積が乏しいと言わざるを得ない｡ 国籍法について柳

井健一８の研究があるものの､ 17世紀以降の制度の変遷を扱っているため､ 授与者や授与の背景とな

る社会的・歴史的コンテクストは考察対象とはされていない｡ しかも､ 法的地位に関する研究は総じ

てナショナルなレベルのものであり､ 地域社会における外国人の法的地位とそれが地域社会に与えた

影響との接続はなく､ 看過されたままである｡

筆者は近世イングランドにおける外国人の法的地位とそのホスト社会へのインパクトの長期的変遷

の解明を目指している９｡ その一環として､ 本稿では､ 当時外国人が享受できた ｢デニズン10｣ という

法的地位とロンドン市民権に着目する｡ 前者がナショナルなレベル､ 後者がローカルなレベルで外国

人に一定の権利を与えるものである｡ もっとも､ 前者の獲得は後者のそれを保証するものではなかっ

た｡ 本稿の課題は16世紀後半から17世紀前半におけるロンドンにおいて､ これらの地位がもつ意味を､

それらに対するロンドンの人びとの態度を通じて明らかにすることである｡ 近世イングランド社会と

外国人への態度については､ イングランド人は外国人嫌い (����������)､ とりわけ､ 支配者層の外

国人優遇に対して､ 非支配者層の反外国人感情という､ ともすればステレオタイプ的な見解が一般的

である11｡ しかしながら､ 外国人が享受できる法的地位をめぐる問題は､ 従来強調されてきたような

支配者層による移民歓迎論､ 被支配者層による移民排斥論という単純な議論には回収されないことが

近年の研究で明らかにされつつある12｡ ロンドンにおける外国の法的地位をめぐる議論を通じて､ ナ

ショナルなレベルとは異なるローカルなレベルでの帰属とそれに伴う権利の問題が明らかになるはず

である｡������������
移民受容で重要な問題の一つとなるのが､ ホスト社会が外国人に提供する法的地位とそれに付随す

る権利である｡ 移民とホスト社会との間に生じた緊張は､ 外国人が行使できる権利､ とりわけ彼らの
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経済活動をめぐって高まりをみせたからである｡ そのことは､ 外国人の法的地位の有無が､ 16世紀後

半から17世紀前半に実施された外国人調査での必須調査項目であったことからも明らかである13｡

本節では法的地位の制度とその授与者についてみていく｡ 本題に入る前に16世紀後半の移民流入に

ついて概観しておく｡ 16世紀後半のイングランドに主として低地地方とフランスから移民が流入した

のは､ 大陸での宗教戦争とそれに伴う宗教迫害のためであった｡ したがって､ 流入民の多くはプロテ

スタントとくに改革派 (カルヴァン派) の人びとであった｡ 1567年から1620年の間に､ イングランド

全体で約15,000人もの外国人が流入したと推算されている｡ 最大の定住地となったロンドン以外にも､

移民は､ カンタベリ､ コルチェスタ､ ノリッジ､ サンドウィッチ､ サウサンプトンなどの地方都市に

も定住し､ これらの都市のなかには移民人口が都市人口の２割から３割に達したところもあった14｡

移民流入が本格化する直前の1550年に､ ロンドンに外国人のために母国語で礼拝を行う外国人教会

が創設された｡ 信仰を保障する外国人教会の存在は､ ロンドンに移民を引き寄せる重要なプル要因の

一つであった｡ 時期によって変動はあるが､ 1571年にはロンドンとその周辺地域に約6600人､ 1593年

には約7,100人の外国人が記録されており､ 1580年代に移民人口は減少をみるものの､ ロンドンとそ

の周辺だけでも多いときには約１万人もの外国人がいたと推計されている｡ その人数は16世紀当初と

比較すると実に２倍以上であった15｡ 陸続する移民と彼らが参集する外国人教会の存在は早くからロ

ンドンの人びとの衆目の的となった｡ 教会創設翌年には､ ｢ここ１､ ２年の間にイングランドに来た

外国人は４－５万人を超え､ その多くがロンドンに住んでおり､ 彼らが家賃の高騰や物価上昇の原因

となり､ これらすべての外国人を放逐しない限り､ それらの問題は解消されない｡ 人びとはその考え

をむしろ歓迎している｡ 風評の元凶は､ 一度に1,000人以上が集まるロンドンの外国人教会の存在に

ある16｣ との報告が政府になされている｡ 16世紀後半のロンドン人口に占める外国人人口の割合は多

いときで約１割､ 平均すると５パーセント前後であったが､ 移民は集住する傾向があった｡ 報告には

誇張があるとはいえ､ 独自の教会に集い他の言語を話し､ 自らの習慣に従って暮らす移民たちの存在

は､ イングランドの人びとに他者と彼らのための異空間の存在を可視化させ､ 強烈に印象づけること

になった17｡ それは取りも直さず､ 自分たちと他者との境界の設定と他者に何をどこまで認めるかと

の問題に彼らが直面することを意味していた｡

コモン・ローの定義によれば､ イングランド人とは国王の臣民 (�������) であるか否かであった｡

この原則は1948年の国籍法まで踏襲されている｡ 国王の臣民とは､ ｢生来の臣民 (������������������)｣
であり､ イングランド国王の領土内において出生した者､ あるいは通常言われているように国王に対

して忠誠 (����������) を誓う者である｡ 臣民ではない者､ すなわち､ イングランド国王の支配領域

以外で出生した者が外国人となる｡ この原則に従うならば､ イングランドで出生した外国人の子供は､

生来のイングランド臣民となる｡ もっとも､ それが原則に過ぎなかったことは想像に難くない18｡

大陸出身のプロテスタント､ 主として改革派の人びとは､ 1550年にエドワード６世から､ ロンドン

のオースティン・フライアズに母国語で礼拝を行うための教会設立の許可を得た｡ しかしながら､ 15

50年の勅許状は外国人が享受できる経済的権利には言及しなかった｡ それゆえに､ 近世イングランド

社会において､ 外国人には様々な制約が課せられたままとなった｡ 彼らには､ 不動産の所有や相続､

譲渡､ 不動産にかかわる法的措置の行使が原則認められていなかった｡ また､ 国王､ 議会､ 自治都市

が定めた関税を支払わなければならず､ 政治的権利もなかった｡ 不動産の賃貸､ 世帯主として店舗を

構えること､ 通りから商品や製造工程が見えるように店舗を営業することが外国人には禁止され､ イ
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ングランド人の２倍の税率が定められた｡ また､ 小売りや外国人間での直接取引も認められていなかっ

た｡ 外国人は外国人職人や外国人徒弟の雇用人数も２人まで､ 織機などの道具の所有可能数もイング

ランド人親方のそれ以下と決められていた19｡

外国人に課せられた不自由を改善するためには､ 二つの手段があった｡ 一つは帰化であり､ もう一

つがデニゼイションであった｡ デニゼイションとは､ 国王からの開封勅許状付与によって外国人を臣

民にする手続きであり､ 13世紀後半から実施されている｡ 実際は外国人と帰化した臣民との中間的な

地位で､ Ｗ・ショウは取得者をイングランド人にするものであった20と述べている｡ 確かに､ 1509年

にはデニズンとなったアンソニー・キャバラリィのように土地の購入や所有､ 相続が認められた事例

や､ 1576年にデニズンとなったピーター・ジョンソンのように税率以外はイングランド人と同様の権

利が認められる事例もあった21が､ それは極めて珍しいことで実際のところは在留許可に等しいもの

であった22｡ 個人 (もしくはグループ) に時勢や事情に応じて認められるものであったため､ 付加さ

れる条件はさまざまであったが､ 外国人に課せられた制限のすべてが撤廃されるわけではなく､ 不動

産相続は依然不可であった｡ ただし､ 被る不利益のすべてが解消されないにせよ､ 親方になること､

土地・店舗の購入や保有が可能になり､ 雇用できる外国人の人数も４人になるなど､ 課せられた不自

由のいくつかは改善された23｡

もう一つは生まれながらのイングランド人と同等の権利を享受できる帰化の取得である｡ 帰化は原

則的には生まれながらのイングランド人と全く同等の権利を享受できた｡ したがって､ 帰化を取得し

た外国人 (�����������������) は､ 課税や相続に関して外国人が被る不利益はなくなる｡ また､ 帰化の

場合は取得以前に遡って権利の行使が可能なので､ 帰化取得以前に出生した子供への相続も認められ

た｡ Ｃ・パリィによれば､ 最初の帰化の事例は1290年であり､ 国王の勅許状によるものであった24｡

帰化は一般に議会による審議を経て個別法として認められるものであった｡ しかし､ 帰化という言葉

の使用が1581年以降であることや､ 16世紀中は19件と少ないことから､ 帰化がデニズンとの違いを明

らかにしていくのは､ 17世紀以降のことである25｡

上述した法的地位を取得した外国人の実態については､ 別稿26でその詳細を明らかにしたので､ こ

こでは本稿にかかわる事柄についてのみ確認しておく｡ 16世紀全体で､ 約6,900件の法的地位の許認

可が行なわれている｡ 1540年代にデニズンの人数が増加している｡ 理由は､ 1544年に2,955件認可さ

れたからである｡ フランス出身者が1,862人を占めている｡ その背景として､ 対仏関係の悪化により

デニズンにならない者は20日以内に国外に退去せよという追放令が出されたことが挙げられる｡ この

ときの取得者の多くは､ イングランドでの滞在期間が10年以上におよび､ 妻子をもつ (その配偶者の

多くがイングランド人) というイングランドでの生活基盤のある者たちであった｡ また､ 高齢者や身

体的に海外への渡航が難しい身障者､ 若年者については､ 強制退去の対象外とされ､ デニゼイション

が与えられた27｡ 1542年の付与は､ ｢忠誠を確認し､ 在留を許可する｣ ものであったといえる｡

そのような事情以外にも､ その人物が有する技能によりデニゼイションが付与されることもあった｡

例えば､ 1560年､ 低地ドイツ出身ヘルマン・フォン・ブロンカルドについては ｢外国人同様の税率で

デニゼイションを認める｡ 戦時の武具を扱う家臣により､ 女王の知るところとなったので､ 彼の優良

かつ高い技術によるクロスボウ製造､ ならびに戦時に使用するその他の道具の製造を考慮してのこと

である28｣ と記録されている｡ 1564年にデニズンとなったドイツ出身のジャスパー・セラーは､ ｢イン

グランドでこれまで製塩のために使われなかった安価で新しい技術と取引をイングランド内で20年間
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行うための免許｣ と共にデニゼイションを付与されている29｡ イングランド社会にとって彼らの技術

が有効であると認められたときには付与されている｡

『外国人調査報告書』 によれば､ 16世紀後半のロンドンにおいて､ デニズンであった外国人は､

1568年時点で921人､ 1571年で約600人､ 1593年にはロンドン市とその周辺地域で519人であった｡ ロ

ンドン在住の外国人に占めるデニズンの割合は､ 約５－15パーセント程度であった30｡ 1568年の外国

人調査において､ デニズンの人数が多い理由は､ 1540年代に取得した人間がまだ存命だった可能性が

高いからであり､ 1561年に外国人教会を通じて出された324人の外国人教会の信徒にデニゼイション

を求める嘆願書が認められ､ 付与されたためである｡ 外国人教会はデニゼイションが外国人を守るも

のだと認識していた､ とスクルーディーは指摘している31｡

16世紀後半には約2,000件のデニゼイション付与の記録があるが､ その多くはエリザベス１世が即

位してから20年の間に出されている｡ この理由は後述する｡ 1593年の外国人調査でデニズンであった

者については､ ネーデルラントとその周辺地からの出身者が多い｡ 職業については､ 記載が少ないこ

とを断ったうえで､ 服飾・仕立関連産業､ 織物関連産業の割合が高く､ それぞれ45人､ 42人である｡

この２業種でデニズンの34パーセントに相当する｡ またデニズンで市民権保有者のほぼ半数がこれら

２業種に従事している｡ 1593年時点で20年以上滞在しているデニズンは200人以上いる｡ イングラン

ドに来た翌年の1572年にデニズンとなり､ その後21年間イングランドに滞在したマサイアス・ギルベ

ルト32の事例が示すように､ デニゼイションの取得とイングランドでの長期滞在には相関関係がある

と考えられる｡ デニズンとなった245人中､ 外国人教会に所属する者は160人､ 一方､ 教区教会所属者

が75人､ 不明もしくは所属教会なしが10人となっている｡ 外国人世帯主全体で教区教会所属者は126

人であるが､ そのうちデニズンの割合が高いことは注目に値する33｡ 法的地位を取得する外国人には

滞在期間が長期化する傾向や地元の教会に所属する割合が高いことから､ 法的地位取得とイングラン

ド社会への定着との関連が伺える｡ しかしながら､ 外国人人口全体にしめる取得者の割合は低い｡ 15

68年の段階で､ ロンドンにおいてデニズンが全外国人人口に占める割合は13パーセント､ 1593年では

７パーセントに過ぎなかった34｡ それはなぜなのか｡ 次節では､ ロンドン社会における外国人の法的

地位について検討する｡����������������������
(1) ロンドン市民権と外国人

外国人たちが法的地位を取得しない理由は二つある｡ 第一に､ 帰化の場合､ その経費が65ポンドか

ら100ポンドとあまりにも高額であったためである｡ デニゼイションの費用は帰化に比べると安価で

はあったが､ 1582年では２ポンド12シンリング４ペンスとなっている35｡ 1582年に実施された特別税

のための資産査定の記録は､ ロンドンに到着した移民の約74パーセントが査定に値する資産をもたな

いことを明らかにしており36､ デニズンでさえもその取得が外国人にとっては容易とはいい難いもの

であった｡ 第二に､ 法的地位を取得してもロンドンでは市民権を持たなければ､ 外国人にはロンドン

市での営業などに制限が課せられたためである｡ 近世のロンドンでは市民権を得ることによって､ そ

の人物は市民として､ ギルドに所属後独立して正規の経済活動を行い､ 地域行政に参加することがで

きた｡ 市民権を保有することは､ 当時のロンドンでそれをもたない外国人には不可能な蓄財と権利行
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使を可能にした37｡ 市民権を取得すれば､ 土地を購入すること､ 子どもに財産を相続することができ

た｡ なによりも､ 子どもをロンドン市民の親方に徒弟に出す資格を得ることができた｡ そのことによっ

て､ 子どもには正規ルートでの市民権獲得の可能性が生じたのである｡ それにもかかわらず､ ロンド

ン市はデニズンに認められた権利に制限を課すようになる｡ 詳細は後述するが､ ロンドンの親方にデ

ニズンの子どもを徒弟にすることを禁じたことにより､ ナショナルなレベルの法的地位に対する魅力

は薄れた｡ したがって､ 外国人にとってより重要であったことは､ 市民権の獲得であった｡

ロンドンで市民権を得るためには三つの方法があった｡ 一つは､ ロンドンにおける徒弟期間の満了

であった｡ 通常その期間は７年間であった｡ その後､ ギルドに加入し､ 市民登録をすることによって

市民権が得られた｡ 16世紀､ ロンドン市民となった男性の約87パーセントが徒弟制度を通じてそれを

獲得している｡ それ以外の手段としては世襲と購入があった38｡ 1524年にロンドン市議会が外国人の

市民権購入を禁じるものの､ 国王や政府要人のパトロネージを後ろ盾に､ 市民権の購入は行われた｡

1581年､ ロンドン市参事会は９名の外国人ビール醸造業者に１人50ポンドの費用でロンドン市民権を

与えている｡ 1609年には国王が絹織物の技術をもつロバート・ティリーのためにロンドン市に特別に

市民権付与の嘆願を行っている｡ 彼は織布工ギルドへの加入も認められている39｡ 購入は容易かつ安

価な方法ではなかったため､ 財産と政治コネクションを持つ者のみに可能な方法であった｡ そのため､

移民第一世代の市民権保有率は低いのである｡ 1593年､ ロンドン市民権をもつ外国人は70人であった｡

外国人人口に占める市民権保有者の割合は１パーセントである｡ 彼らが全員デニズンであったことか

ら､ デニズンになることは市民権取得を保証しないまでも､ その第一歩であった40｡

ロンドン市民権は社会的地位上昇の機会であったため､ 外国人がロンドンで成功するためには重要

なものであった｡ なぜなら､ ロンドンでの成功は外国人にとって定住することを促し､ 彼らが蓄財し､

それを自分の子どもに譲渡するための手段と認識されていたからである｡ 例えば､ 1541年頃クレーヴ

公領からロンドンにやって来たロジャー・ジェイムズは､ サーヴァントとして醸造業者のもとで働い

たのち､ 1562年までに､ オランダ人醸造業者の共同経営者となっている｡ 1571年の外国人調査報告に

は彼がデニズンであること､ 教区教会に通っていることが記録されている41｡ 1573年までには､ 独立

し､ 自らの醸造所を経営するに至っている42｡ 1581年､ ロンドン市参事会は彼に市民権を付与してい

る43｡ 1582年の特別税課税のための資産査定で彼の査定課税額は300ポンドと評価されている｡ このと

き､ 100ポンド以上の査定をされている外国人は10人しかおらず､ うち300ポンド以上は２名だけであ

る44｡ 彼が市民になったことで､ 彼の息子アーノルドはロンドン市民の親方のもとで徒弟修行するこ

とが可能になり､ ロンドン市民権を得ている｡ 息子が醸造業ギルドに加入を認められた２日後､ 父ロ

ジャーはギルドの要職､ 理事の地位を手に入れている45｡ 醸造所を３カ所所有し､ 物品等を荷揚げす

る艀を数カ所､ 生産したビールを販売するイン数軒を所有した彼の資産は､ 1597年67歳で彼が死亡し

たとき､ 6,000ポンドを超えていた46｡ 次の世代に財産を残すことは､ ロンドンに暮らす外国人にとっ

て､ そこで働くための重要な動機であった､ とルーは指摘している47｡ 16世紀後半のロンドンで経済

活動を行い､ 地域社会で社会的地位の上昇を望み､ 富を蓄え､ 次世代に資産を残したい者にとっては､

デニズンというナショナルなレベルの法的地位以上に重要だったのはロンドン市民というローカルな

レベルでの地位であった｡ それゆえに､ ロンドン市民にとってもその権利は守るべきものであった｡
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(2) 外国人の法的地位と権利に対するロンドン社会の反応

ロンドンの人びとにとって外国人は競争相手であったため､ 彼らの存在と彼らが享受する権利は常

に問題となった｡ ロンドン市民は外国人の経済活動に対する規制を求める嘆願や法案を女王や議会､

ロンドン市当局やロンドン市議会にしばしば提出した｡ ロンドン市参事会は､ 1566年に外国人が通り

から店舗の中が見える状態での営業 (オープン・ショップ) を禁じる命令を出しているが､ 1580年に

も同様の命令を出している｡ それにもかかわらず､ オープン・ショップでの営業や外国人間での小売

り､ 規定数を超えた道具の所持や同胞の雇用､ ロンドンでの徒弟期間未終了等､ 外国人に対する不満

は､ ギルドやロンドン市民の間で､ 後を絶たなかった｡ 外国人の経済活動を規制する法や条例には､

免責条項の存在や罰金による赦免､ ひいては違反者に法的制裁が科せられないなど､ 事実上効力がな

いものもあった｡ 法案そのものが葬られることもあった48｡ 1550年に国王から外国人に与えられた特

許状では､ 彼らの法的・経済的権利についての明確な定義がされなかったため､ 彼らの権利に関する

原則が曖昧なままであったこともその理由の一つであった｡

市民からの度重なる不満や嘆願が物語ることは､ ロンドン市当局は外国人たちの違法な経済活動に

不安や嫌悪感を示しながらも､ それらを徹底的に取り締まることもなく場当たり的な対応に終始して

いたことである｡ 彼らを完全に排除することはなく､ 彼らの行為を黙認していたことは事実であろう｡

その一方で､ 外国人による経済貢献を期待した国王や中央政府に対し､ ロンドン市当局はそのような

政策については強い反対を示した｡ 市民権に関して言えば､ 1579年にウォーリック伯から２名の外国

人技術者に市民権を与えるよう求められたとき､ ロンドン市長は ｢女王陛下の臣民はよそ者の職人た

ちによって生計を奪われている｣ と､ ロンドン市民の貧困や雇用不足､ 移民のための救貧負担への懸

念を示し､ ｢よそ者に市民権を認めたら､ ロンドン市民は我々を大いに恨む｣ と市民権授与を拒否す

る回答を送っている｡ 1587年には枢密院が､ ロンドンの毛織物市場において外国人と市民は同じ権利

と自由を持つべきとの提案をおこなった｡ それに対してロンドン市長は､ ｢我々の間に住む外国人に

対し不満を覚える者がおり､ 彼らへの中傷行為がおこなわれていることをご存じでしょう｣ と枢密院

を批判し､ 外国人にさらなる自由を認めることで､ 不満を抱え興奮した人びとにどのような影響をあ

たえるか､ と治安の悪化に懸念を示しつつ､ この提案に反対している49｡

外国生まれの外国人の子供はイングランド人親方の元での徒弟が認められていなかったが､ デニズ

ンの子どもに対してはそれが認められていた｡ しかし､ 1574年､ ロンドン市民に対し､ ｢その父親が

イングランド人の息子ではない者､ あるいは 『女王の支配域』 外で生まれた者｣ を徒弟にすることを

禁じる条例をロンドン市は制定した｡ これは､ デニズンの子供が以後ロンドン市民の親方に徒弟入り

できないことを意味した｡ デニゼイションの付与は国王による移民保護・優遇策であったが､ ロンド

ンはこの条例により､ 外国人とその子どもをロンドン市民権から排除したのである｡ 次世代の権利に

関して､ デニズンと外国人の間に重要な差違がなくなったことにより､ 移民にとってデニゼイション

を取得するメリットはますます乏しいものとなった｡ 1558年から1603年までの間に1962件のデニゼイ

ションが認可されているが､ 前述したように､ その件数の多くがエリザベス女王即位後20年間に認可

取得されたものである｡ 1579年以降に付与された件数はわずか15パーセントの293件である｡ 取得者

数の減少からも､ ロンドンの移民たちにとって､ デニズンになることの重要性が低下していることが

うかがえる50｡

外国人の子どもに関して言えば､ イングランド王の支配領域に出生した者は臣民とされたため､ 親
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が外国人であってもイングランドで生まれた子供は､ 法的にはイングランド臣民であった｡ 彼らを

｢イングランド臣民｣ として認めるか否かについては常に議論となった｡ 1576年にはロンドン市や政

府に次のような報告がなされている｡ ｢外国人が妻を呼び寄せ､ イングランドで子を産むことで､ 彼

らがイングランド人の権利を享受していることへの不満が高まっている｡ 外国人を親に持つイングラ

ンドで出生した子供をイングランド人と見なすべきではない｡ 彼らは完全な忠誠を示す臣民ではない

からである51｡｣ 1593年に実施された外国人調査においても､ 外国人の子どもの人数や出身地が調査さ

れている｡ 調査の結果は､ 子どものうち83パーセントがイングランドで出生した者たちであった｡ 15

71年の調査では外国出生の子どもが85パーセントで､ イングランド生まれの子どもが14パーセントで

あったことと比べると､ イングランド生まれの子どもたちが増加していることは明らかである52｡ 彼

らを生まれながらのイングランド人とし､ 同等の権利を与えるか否か､ ホスト社会は決断を迫られる

ことになった｡ 1604年には親が外国人であればイングランドにおける出生であっても､ 外国人として

その子どもはデニズン扱いとするとのことが議論のすえ庶民院で可決された｡ 法的地位を取得しよう

とも､ イングランドに出生しようとも､ 日常的に接する際､ 海を越えてきた人はその出生､ 言語､ 振

る舞い・慣習が異なるがゆえに､ イングランド人の彼らに対する認識は依然として､ 他者のままであっ

た53｡ 17世紀の外国人調査においても､ 外国人の親をもつイングランド生まれの子どもたちは､ 外国

人として調査対象であり続けた｡

教区教会に通う移民､ 遺言の後見人にイングランド人を指名する移民､ イングランド人を雇用する

移民も存在した54｡ 前述のロジャー・ジェイムズのように､ オランダ人教会だけでなく､ 地域の貧民

に救貧として遺産を提供する移民もいた55｡ イングランド社会に定着した移民たちとロンドンの人び

とが共生をしていたこともまた事実である｡ その一方で､ ホスト社会は移民の流入は容認できても､

彼らに対し､ 市民権へのアクセスを容易にすることはなかった｡ これまでエリートは外国人を優遇し

たと言われてきた｡ しかし､ ロンドン市のエリートたちは､ 国王や政府とは異なり､ 地域社会におい

て日々､ 人びとの不満に対応することで外国人ひいては市政に対する反発や攻撃を回避し､ 社会秩序

を維持しなければならなかった｡ それゆえに､ 彼らは外国人に経済活動の自由を､ とりわけロンドン

市民にとっての ｢特権｣ であった市民権を授与することに慎重であった｡ もちろん､ 市民権やギルド

に加入を認められる外国人は確かに存在した56｡ 外国人に対するロンドンの人びとの現実の対応は､

必ずしも一貫したものではなく､ 複雑なものであった｡ もっとも､ 多くの大陸出身者の認識は､ 大陸

の政情が落ち着いたら帰国する､ すなわちイングランドでの滞在は一時的なもの､ であった｡ その結

果､ 16世紀末､ オランダの情勢が安定に向かい､ 移民誘致のためオランダの諸都市が､ 移民に市民権

を付与する政策を採用すると､ 一時滞在を目的としていた移民たちの多くが､ 大陸に戻っていくこと

となる57｡������
違法行為や､ ロンドン市当局およびギルトの管轄外である郊外・特権地区での営業をおこなう移民

たちの存在は､ 彼らとロンドン市民との間に緊張関係をもたらした｡ ｢よそ者｣ という点では､ イン

グランド人の地方出身者も違法行為をおこなう非市民として､ 同じく非難の対象であった｡ そうであっ

たとしても､ 外国人はその存在が可視化されやすいため､ 攻撃対象になりやすかった｡ そのため､ 外
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国人教会を中心とした外国人共同体と移民を擁護するイングランド人支援者たちは､ 移民たちによる

経済貢献を､ また､ 信仰を同じくする同胞として､ 彼らが救済に値する存在であることを強調した58｡

しかし､ 移民の経済活動はロンドンにおいてむしろ論議を呼ぶものであった｡ その結果､ ロンドン市

当局は､ デニズンとなった移民に対してその権利を制限し､ 移民の市民権取得に対しても慎重な姿勢

をとり続けた｡ したがって､ エリートたちが移民を歓迎し､ 積極的に優遇したとの画一的な見解には

見直しが必要である｡

外国人の法的地位と帰属意識の問題は､ ロンドン社会のなかで､ ロンドン市民権を核としたローカ

ルな､ それと同時に生まれながらのイングランド人としての ｢ナショナル｣ な､ アイデンティティの

形成を伴いながら､ 移民を他者として区別する動きにつながった｡ その際､ その焦点となったのは､

外国人を親にもつイングランドで出生した子どもたちと彼らの権利をめぐる問題であった｡ イングラ

ンドで出生した外国人の子どもは法的にはイングランド人であるにもかかわらず､ 外国人調査では常

に外国人扱いとされた｡ ロンドン市民たちも彼らを ｢イングランド生まれと称される外国人

(���������������������������)｣ と呼び､ 彼らが本来得たはずの権利に伴う経済活動に対して批判を

続けた｡ ロンドンの人びとは､ ナショナルなレベルでの臣民規定とは異なる論理､ すなわち血統を理

由にイングランド生まれの外国人の子どもたちへの市民権付与を拒否した｡ 近世において､ 外国人の

法的地位が明らかにすることは､ それらが現代でいうところの ｢国籍｣ 概念そのものというよりは､

｢臣民｣ や自らの共同体に付随する経済的・政治的特権であったということである｡ 他者の存在は､

ローカルなレベルにおいても､ ホスト社会における自己アイデンティティの自覚や帰属意識の構築を

促した｡ 17世紀以降の受容と差異をめぐる論理とその変化については､ 今後の課題とする｡�
１ ��������������������������������������������������������������������������������������������������������������(����)�������������������������������������������������������������(以

下､ ���������������������������������������������と略記する)�引用内の ( ) は筆者挿入｡

２ �����������������������������－��������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
３ ���������������������������������������������������
４ �����������������(����)��������������������������������������������������������(以下�����������������(����)���������������������������������������と略記する)��������������������������������������������������������������������������������������������������������������������須永隆 『プロテスタント亡命難民の経済史』 昭和堂､ 2001年｡

５ �����������������������(����)�����������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������中川順子 ｢17世紀末におけるロンドン・フランス人

教会の難民対策と意識形成 『長老会議事録』 分析を中心に｣ 『文学部論叢』､ 第93号 (歴史学編)､

2007年､ 43-68頁｡ 唐澤達之 ｢近世イングランドの都市コミュニティと移民 ノリッジのオランダ

人とワロン人｣ 弘末雅士編 『越境者の世界史：奴隷・移住者・混血者』 春風社､ 2013年､ 194-207頁｡
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６ �������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������(������������)�����������������������������������������������������������������柄谷利恵子 ｢英国の移民政策と庇護政策の交錯｣ 駒

井洋監修､ 小井土彰宏編 『移民政策の国際比較』 明石書房､ 2003年､ 180-218頁｡

７ �������������������������������������������������������������������[�]���������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������(����)��������������������������������������������������・スクルーディーは17世紀

前半の帰化やデニズンについても概観している｡ �����������������������������������������������������������������������������������������������������������������(以下､ �����������と略

記する)������中川順子 ｢近世イングランドにおける外国人の法的地位―16世紀の事例を中心に―｣

『待兼山論叢』､ 第34号史学編､ 2000年 (以下､ 中川 ｢法的地位｣ と略記する)｡

８ 柳井健一 『イギリス近代国籍法史研究』 日本評論社､ 2004年｡

９ 中川順子 ｢帰化システムと複合国家｣ 岩井淳 『複合国家イギリスの宗教と社会』 ミネルヴァ書房､

2012年､ 141-171頁｡ 中川順子 ｢17世紀中葉イングランドにおける帰化制度と法的地位取得者｣ 『文学

部論叢』､ 第103号､ 2012年､ 29-39頁｡

10 �������(����������) には従来､ 国籍取得者 (国籍取得)､ 在留許可者 (在留許可) という訳語が用い

られてきた｡ しかしながら､ どちらの訳語も�������の性質を的確に表現しているとは言い難いため､

本稿ではデニズン､ デニゼイションとカタカナ表記を用いることとする｡ この時期の�����の訳語と

して外国人と用いることについても議論があろうが､ この点については本稿ではわかりやすさを重

視し､ 外国人という訳語を使用する｡

11 一例として､ ���������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������が挙げられる｡

12 �����������������������������������������������������������������������������(���)������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������(����)���������������������������������������������������
13 �����������������������(����)��������������������������������������������������������������������������� ������������������������������������������������������������������������������(以下､ �����������と略記する)�
14 �����������������(����)���������������������������������������������
15 �������������������������������������������������������������������������� (以下､ ������������������������������と略記する)�
16 ��������������������������������������������������������������������
17 ������������������������������������
18 �����������������中川 ｢法的地位｣､ ４-５頁｡

19 ������������������������������������������中川 ｢法的地位｣､ ５-６頁｡

20 ���������(���)����������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������(以下､ �����������と略記する)�
21 �������(���)���������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������(以下､ ����������と略記する)�
22 デニズンになっても､ 特別な許可がなければバーウィックとポーツマスには居住することができな
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かった｡ 1570年代､ 1580年代のデニズンに関する記録にはこの文言が散見される｡ 例えば､ ���������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������表記は史料のママ｡ ������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
23 �������������������������������������������������������中川 ｢法的地位｣､ ５-８頁｡

24 �����������������������
25 中川 ｢法的地位｣ を参照のこと｡

26 註９を参照のこと｡

27 �����������������������������１例を挙げるなら､ ������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
28 ������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
29 ������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
30 �������������������������������������������������������
31 ����������������
32 ��������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
33 ��������������������������������������������������
34 ������������������������������������������
35 ���������������������によれば､ 同じ勅許状のなかでも経費に違いがみられる｡ 残念ながら史料か

らその違いの規則性を明らかにすることはできなかった｡

36 外国人の多くが動産・不動産による課税額算定の対象ではなく､ 一人４ペンスの人頭税の対象であっ

た｡ ���������(���)��������������������������������������������������������������������������������������������
37 �������������������������������������������������������������������(���)���������������������������������������������������(以下､ ������������������������������と略記する)�
38 �������������������������
39 �������������������������������������ルーはサー・フランシス・ウォルシンガムからの推挙によ

る可能性を示唆している｡ 16世紀後半､ 27のギルドが外国人の加入を認めているが､ 加入料がイン

グランド人より高く設定されているなど､ ギルドごとに条件があった｡ ���������������������
40 ����������������������������������������������
41 �����������������������������
42 ������������������������������������������
43 ������������������������������������������
44 このとき動産が査定対象になった外国人は482名である｡ ロジャー・ジェイムズ以上の高額査定を受

けた人物はジェノヴァ出身の外国人貿易商������������������で､ その動産に対する査定額は350ポン

ドであった｡ ���������(���)��������������������������������������������������������������
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���������������������������������������������������������������������������������
45 �������������������������������������
46 ������������������������������������������
47 ������������
48 ������������������������������������������
49 ���������������������
50 �������������������������������������������������������
51 �������������������������������������
52 中川順子 ｢近世ロンドンにおける外国人の子どもと地域社会―外国人調査報告の分析を中心に―｣

『文学部論叢』､ 第105号､ 2014年､ 56頁｡

53 �������������������������������������������������������
54 ����������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������(����)���������������������������������������������������������������������������������
55 オランダ人教会の貧民に��ポンド､ クライスト・ホスピタルの貧しい子どもたちに５ポンド､ オー

ル・セインツ・バーキングの貧民に向こう10年間にわたって年間５ポンド遺贈している｡ �������������������������������������
56 ウォーリック伯からの推薦者２名の市民権認可を断った翌年､ ｢外国人がロンドンの人びとの生計を

奪っている｣ と不満を示しつつ､ ロンドン市当局はフランス人ルイス・メスニールに市民権を認め

ている｡ ����������������
57 ���������������������������������������������������������������������(����)���������������������������������������������������
58 ������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
59 ���������������������������

本稿は独立行政法人日本学術振興会科学研究費補助金､ 基盤研究 (Ｃ) 課題番号26370862 (平成26

年度～29年度) ならびに同､ 基盤研究 (Ｂ) 課題番号19310159 (平成19年度～21年度) による研究

成果の一部である｡
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